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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第86期
第１四半期
連結累計期間

第87期
第１四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自 平成26年4月１日
至 平成26年6月30日

自 平成27年4月１日
至 平成27年6月30日

自 平成26年4月１日
至 平成27年3月31日

売上高 (百万円) 6,141 5,687 25,100

経常利益 (百万円) 393 87 1,670

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 261 74 1,031

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 359 523 1,641

純資産額 (百万円) 27,376 29,011 28,655

総資産額 (百万円) 40,288 41,585 41,513

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 23.85 6.83 94.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.5 68.4 67.6
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善など景気回復基調で推移しておりま

すが、個人消費の回復は緩やかで海外景気の下振れ懸念もあり、先行き不透明な状況が続いております。

　そのような状況の中、主に放送事業、その他事業収入が前年を下回りました。その結果、当第1四半期連結累計期

間の経営成績は、売上高は56億87百万円(前年同期比 7.4%減)で減収となり、営業利益は25百万円(前年同期比

92.2%減)、経常利益は87百万円(前年同期比 77.8%減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は74百万円(前年同期比

71.4%減)でいずれも大幅な減益となりました。

 セグメント別の状況は次のとおりです。

 

①放送事業

　放送事業は、収入40億66百万円(前年同期比 6.0%減)、営業利益64百万円(前年同期比 73.7%減)となりました。

　テレビ部門は、収入35億61百万円(前年同期比 5.1%減)となりました。タイム収入は6.9%減、スポット収入も3.9%

減となりました。業種別では、化粧品・洗剤・トイレタリ、流通・小売などが伸びたものの、通信・放送、薬品な

どが落ち込みました。

　ラジオ部門は、収入5億4百万円(前年同期比 11.9%減)となりました。スポット収入は10.2%減、タイム収入もイベ

ント収入の減少等により11.5%減となりました。

 

②システム関連事業

　システム関連事業は、収入9億29百万円(前年同期比 10.8%増)、営業損失1億53百万円(前年同期は営業損失1億29

百万円)となりました。

　ソフトウェア開発業界では業界内の競争が一層の厳しさを増す中、積極的な営業活動を展開した結果、民間向け

ソフトウェア開発及び機器販売が好調で、増収となりました。利益面では、開発コストの増加により損益の改善に

は至りませんでした。　

 

③不動産事業

　不動産事業は、収入2億58百万円(前年同期比 0.4%減)、営業利益1億70百万円(前年同期比 2.4%減)となりまし

た。

　賃貸収入の減少により、減収減益となりました。

 

④その他事業

　その他事業は、収入4億32百万円(前年同期比 39.6%減)、営業損失55百万円(前年同期は営業利益39百万円)となり

ました。

　催事部門では、アクロス福岡で「ウィーン少年合唱団」等を開催しましたが、前年ＪＲ九州ホールで開催した

「アートアクアリウム展」に替わるイベントがなく、減収となりました。利益面でも営業損失となりました。　
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(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)の事業上および財務上の対処すべ

き課題について重要な変更および新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第3号に掲げる事項)は次のとおりであります。

 

①基本方針の内容

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社株式に対する大規

模買付行為またはこれに類似する行為があった場合においても法令に別段の定めがある場合を除き、一概に否定

されるべきものではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思によりその適否が判断されるべきであると考えま

す。

 ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社および当社グループ会社（以下、「当社グループ」といいます。）の企業価値ひいて

は株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているものとは言えないも

の、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

当社は上場会社として市場経済の発展に寄与すべき責務を負うことはもとより、有限希少の電波を預かる放送

事業者として、高い公共性を求められている企業であります。従いまして、当社の財務および事業の方針の決定

を支配する者は、放送法や電波法等、法令の趣旨、放送事業者としての公共的使命と社会的責任を深く認識し、

自覚しなければなりません。さらに視聴者・聴取者の支持と共感を得ることのできる番組制作や地域社会・市民

社会の発展に寄与する企業活動を柱とする事業計画を推進させ、当社グループの企業価値および株主共同の利益

を継続的に堅持し、また向上させていく者でなければならないと考えております。

 

②基本方針の実現の取組み

当社は民間放送局として、放送の公共的使命と報道機関としての責任を自覚し、地域社会・市民社会の発展に

貢献する企業活動を継続することが社会的責務であり、かつ経済的存立の基盤であるとの認識に基づいて事業活

動を行っております。当社グループが構築してきたコーポレートブランドや企業価値および株主共同の利益を確

保・向上させていくため、以下の３点を重点施策とした取り組みを推進しております。

(ⅰ)迅速・正確な報道

「価値ある情報」を迅速・正確に発信することを第一の責務とします。また、視聴者・聴取者の支持を得る情

報を発信し、またエンターテイメントコンテンツ制作を行います。さらに、制作管理体制を整備・点検し、視聴

者・聴取者の信頼を損なう番組は放送いたしません。

(ⅱ)地域社会・市民社会への貢献

放送に加え、放送局の特性を生かした良質なイベントの展開等、総合力でエリアへの貢献を果たします。ま

た、アジアの中の福岡を意識し、アジアの人々と情報を共有し、相互理解に貢献するコンテンツを制作し、発信

するという理念に向けて、一歩づつ駒を進めてまいります。さらに、企業活動自体が地球環境に負荷があること

を認識し環境保全活動を推進いたします。

(ⅲ)健全な経営

安定的な財務体質を目指して、コスト意識の徹底をはかり、時代に合った番組づくりと事業の展開、また、新

たな収入源の開発など多様なコンテンツ開発に経営資源を集中します。
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③基本方針に照らして当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者によって財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み

当社株式の大規模買付行為を行う者が、これらの重点取り組みを継続的に行い、向上させるのでなければ、当

社グループの企業価値・株主共同の利益は毀損されることとなります。

　従いまして、当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じ

るべきか否かを株主の皆様が判断するための情報や時間の確保、あるいは株主の皆様のために交渉を行うこと等

を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大規模買付行為を抑止するための枠組みが

不可欠であると考えており、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為に対しては、当社

は必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保しなければなりません。

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、上記の基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みの一つとして

以下のような本プランを導入しております。

　本プランは当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け、または当

社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合およびその特別関係者の株式等所

有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する当社株式等の買付けまたはこれに類似する行為（かかる行

為を、以下「大規模買付行為」といいます。ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。）がなされる場

合を適用対象とします。

　当社取締役会が決議に基づき発動する対抗措置としては、新株予約権の無償割当てを行うこととします。ただ

し、会社法その他の法令および当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適当と判断される場

合には当該その他の対抗措置を用いることもあります。

　当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、対抗措置の中止または発動の停止を

決定することがあります。

　本プランの有効期間は、平成26年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から平成29年6月開催予定の定時株主

総会終結の時までの3年間とします。　

　ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた

場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとします。また、当社の株主総会

にて選任された取締役で構成される当社取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランは

その時点で廃止されるものとします。

　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令もしくは金融商品取引所規則の変更またはこ

れらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要と判断した場合は、随時、企

業価値評価委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、または変更することができるものとします。他方、当

社取締役会が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更を行う場合には、改

めて直近で開催される株主総会に付議し、株主の皆様の承認をいただくことといたします。

　当社は、本プランが廃止され、または本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような

変更が行われた場合には、当該廃止または変更の事実および変更内容、その他当社取締役会が適切と認める事項

について、速やかに情報開示を行います。
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④本プランの合理性に関する取締役会の判断及びその理由

本プランについては、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に

関する決議および勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として企業価値評価委員会を設置しております。企業

価値評価委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外監査役または社外

の有識者から選任される委員３名以上により構成されます。また、当社は必要に応じ企業価値評価委員会の判断

の概要について株主および投資家の皆様に情報開示を行うこととし、当社の企業価値および株主共同の利益に資

するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保することとしており、詳細については下記のとおりで

す。

　買付者等におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買

付行為に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した意向表明書を当社の定める書式に

より提出していただきます。

　当社取締役会および企業価値評価委員会が、買付者等による必要情報の提案が十分になされたと認めた場合に

は、その旨を買付者等に通知(以下「情報提供完了通知」といいます。)するとともに、速やかにその旨を開示い

たします。当社取締役会は情報提供完了通知を行った後、大規模買付行為の評価の難易度等に応じて、当社取締

役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいま

す。）を設定します。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等

から提供された必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上の観点か

ら、買付者等による大規模買付行為の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、これらの検討等を通

じて、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、

適時かつ適切に株主および投資家の皆様に開示いたします。また、必要に応じて買付者等との間で大規模買付行

為に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主および投資家の皆様に代替案を提示す

ることもあります。

 企業価値評価委員会は、取締役会評価期間内に、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替

案立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとします。その際、企

業価値評価委員会の判断が当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に資するようになされることを確

保するために、企業価値評価委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した第三者（投資

銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含み

ます。）の助言を得ることができるものとします。なお、企業価値評価委員会は買付者等が本プランに定める手

続きを遵守しなかった場合、原則として、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告します。または、買付者

等が本プランに定める手続きを遵守した場合、原則として、当社取締役会に対して対抗措置の不発動を勧告しま

す。だだし、本プランに定める手続きが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値

および株主共同の利益を著しく損なうものであると認められ、かつ対抗措置の発動が相当と判断される場合に

は、例外的措置として、対抗措置の発動を勧告する場合があります。当社取締役会は、企業価値評価委員会の勧

告を最大限尊重するものとし、かかる勧告を踏まえて当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上という

観点から速やかに対抗措置の発動または不発動の決議を行うものとします。当社取締役会は、その内容が対抗措

置の発動であるか不発動であるかを問わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会および企業価値評価委

員会が適切と判断する事項については、情報開示を行います。

　当社取締役会が対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、買付者等が大規模買付行為を中止した

場合または対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値お

よび株主共同の利益確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況

に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置の中止または発動の停止を行うことができるものとします。

　また、買付者等は、本プランに定める手続きを遵守するものとし、大規模買付行為の提案以降、当社取締役会

の決議を開示するまでは、大規模買付行為を開始することはできないものとします。　

 

(3)研究開発活動

　　特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年8月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,200,000 同左 福岡証券取引所
単元株式数は

1,000株であります。

計 11,200,000 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 11,200 ― 560 ― 4
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成27年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 233,000

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,879,000
 

10,879 ―

単元未満株式 普通株式 88,000
 

―
１単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 11,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 10,879 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成27年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ＲＫＢ毎日放送株式会社

福岡市早良区百道浜
二丁目３番８号

233,000 ― 233,000 2.08

計 ― 233,000 ― 233,000 2.08
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,695 6,366

  受取手形及び売掛金 4,264 2,430

  有価証券 10 10

  たな卸資産 118 284

  その他 2,627 3,021

  貸倒引当金 △1 △1

  流動資産合計 12,714 12,111

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,405 7,322

   機械装置及び運搬具（純額） 821 780

   土地 13,319 13,319

   その他（純額） 923 1,084

   有形固定資産合計 22,470 22,507

  無形固定資産 303 285

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,944 5,625

   その他 1,080 1,056

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 6,024 6,682

  固定資産合計 28,798 29,474

 資産合計 41,513 41,585

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 436 281

  短期借入金 240 490

  未払法人税等 246 88

  その他 3,473 2,991

  流動負債合計 4,396 3,851

 固定負債   

  長期借入金 240 240

  退職給付に係る負債 6,237 6,214

  その他 1,984 2,267

  固定負債合計 8,461 8,722

 負債合計 12,857 12,574
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 560 560

  資本剰余金 4 4

  利益剰余金 26,749 26,660

  自己株式 △178 △178

  株主資本合計 27,135 27,046

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,102 1,564

  退職給付に係る調整累計額 △165 △150

  その他の包括利益累計額合計 936 1,414

 非支配株主持分 583 550

 純資産合計 28,655 29,011

負債純資産合計 41,513 41,585
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 6,141 5,687

売上原価 3,778 3,611

売上総利益 2,362 2,075

販売費及び一般管理費 2,033 2,050

営業利益 329 25

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 50 54

 その他 18 9

 営業外収益合計 69 64

営業外費用   

 支払利息 4 2

 その他 0 1

 営業外費用合計 4 3

経常利益 393 87

特別利益   

 固定資産売却益 - 0

 特別利益合計 - 0

特別損失   

 固定資産除売却損 3 -

 その他 0 0

 特別損失合計 3 0

税金等調整前四半期純利益 390 86

法人税等 151 40

四半期純利益 239 46

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △22 △28

親会社株主に帰属する四半期純利益 261 74
 

EDINET提出書類

ＲＫＢ毎日放送株式会社(E04382)

四半期報告書

12/21



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 239 46

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 100 462

 退職給付に係る調整額 20 14

 その他の包括利益合計 120 477

四半期包括利益 359 523

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 382 552

 非支配株主に係る四半期包括利益 △22 △28
 

EDINET提出書類

ＲＫＢ毎日放送株式会社(E04382)

四半期報告書

13/21



【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度において連結子会社であった株式会社バフは、平成27年４月１日付で当社の連結子会社である

ＲＫＢミューズ株式会社に吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。
 

 
(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（会計方針の変更）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しています。
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
　　至　平成27年６月30日）

減価償却費 251百万円 259百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 164 15 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 164 15 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）放送事業

システム
関連事業

不動産事業 その他事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 4,326 838 259 716 6,141 ― 6,141

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

40 16 73 196 326 △326 ―

計 4,366 854 333 913 6,467 △326 6,141

セグメント利益又は損失(△) 244 △129 174 39 329 △0 329
 

(注) セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 329

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 329
 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）放送事業

システム
関連事業

不動産事業 その他事業 計

売上高        

 外部顧客への売上高 4,066 929 258 432 5,687 ― 5,687

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

42 14 70 340 468 △468 ―

計 4,108 944 329 773 6,155 △468 5,687

セグメント利益又は損(△) 64 △153 170 △55 25 0 25
 

(注) セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 25

セグメント間取引消去 0

四半期連結損益計算書の営業利益 25
 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 23円85銭 6円83銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 261 74

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利
益金額(百万円)

261 74

   普通株式の期中平均株式数(千株) 10,967 10,966
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（厚生年金基金の脱退）

当社は、「民間放送厚生年金基金」（以下「同基金」という。）に加入しておりますが、平成27年７月10日に

開催されました同基金の代議員会において任意脱退の承認を得ました。

（１）脱退理由

厚生年金基金制度を取り巻く環境変化を考慮し、将来的な財務面に与える影響を軽減すべく、同基金を脱

退することにいたしました。

　（２）脱退時期

同基金の規約改正及び厚生労働省の認可を得て正式脱退となるため、脱退の時期は平成27年９月の予定で

あります。

　（３）脱退により当社業績に与える影響

同基金からの脱退に伴う脱退特別掛金は、平成28年３月期において特別損失として計上する予定でありま

すが、その額は未定であります。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

ＲＫＢ毎日放送株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   本   野   正   紀   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   寺   田   篤   芳   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＲＫＢ毎日放送

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＲＫＢ毎日放送株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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